

















































値連鎖の基本形については, 開発, 調達, 製造, 販売といった主活動と, 主活動を支える




構築することが必要である｡ その際, 主活動は, 健康福祉や農林水産といった各分野別の







支援活動については, 総合調整・企画, 人事・組織, 財務・会計, 広報・広聴といった機
能別組織が「行政内部の経営 (以下,「内部経営」という)」として担っている｡ すなわち,
図 1のように自治体の経営における価値創造システムの基本形を捉えることができる｡






においては, 様々な政策等が住民をはじめ企業や NPO, 公益法人等の関係者間の組織間
連携によって形成される｡ 公共における政策・ビジョンの形成と実現は, 自治体が中心的
役割を果たすこととなるが, その達成は, 一つの単体の主体では成立し得ない｡ 一方, こ
うした地域経営を支えている自治体の支援活動である「内部経営」については, 地域経営

































































うとする研究 (宮脇2003他) については, 地域経営における NPO間, NPOと企業間の連
携といった組織間の豊富な実態を捉えきれない14)」としている｡ そして, 組織それぞれが
主体となった「マーケティングネットワーク」の実践を主眼とする「地域マーケティング」






















えば, 1990年代に日本における行政改革にも影響を与えた NPM (ニューパブリックマネ

















PLAN（計画） → DO（実行） → SEE（評価）
① 顧客志向 ③ 権限委譲・分権化 ⑤ 成果志向





のあり方を規定する大きな概念としては, 1990年代には NPMが主流であったが, 近年,
欧州においては, NPG (ニューパブリックガバナンス) が新たな概念として提起されて
いる｡ Osborneは, NPMについて, 行政組織内部での組織維持のためのマネジメントに
終始する限界から, 組織間の関係性の構築により行政サービスの向上を図る NPGを提起
している23)｡ NPGは, 多様な主体が行政活動に参加し, 対等な立場で対話を進めること
で, 政策形成, 運用方法, 活動を協働で行うこととされる｡ NPMと NPGの主要な要素
として, NPMが組織の資源と成果のマネジメントを重視しているのに対し, NPGでは価
値や目的, 関係性の協議を重視している24)｡ NPMが競争や市場原理の効果を価値の基盤
としているのに対し, NPGでは, 分散化と対話を価値の基盤としている25)｡ NPGでは,
サービス提供プロセスにおいて利用者を提供主体として組む込む重要性が指摘されている





自治体の価値創造における根幹的な概念として, 自治体と住民, 企業, NPO, 自治体
間など多様な主体との組織間連携を基軸とすべきと考える｡ そうした基軸のもと, 政策課
題解決に向け, 解決主体となりうる組織同士の関係性の構築を志向したビジョンを設定す
ることが重要である｡ この点については, 永田が「意味 (価値) や目標を共有していない
者どうしでは, なぜ協同28) しなければならず, また, どのようにして協同すればよいのか






る｡ 自治体と住民で構成される組織, 自治体と企業, 自治体と NPO, 自治体と自治体な
ど様々な組織間連携が想定でき, それぞれの強みが相互補完されることで, 新たな価値が
創造される｡ 組織間連携では, 一つの組織では到達できない成果を達成できるよう, 二つ









































の効率化, 介護支援が不要な高齢者の増加, サービスの担い手の確保, 介護給付額の減少
等多様な効果が出ている｡ 熊本県御船町も総合事業へ移行し, 住民運営の拠り所で, 社会
福祉協議会の看護職の関与のもと, 介護予防の取組みを進めている｡ 熊本県内では総合事
業への移行が45市町村中 4市町村 (2015年10月現在) と初期段階にある中, 自治体と住民
組織, さらには外部機関の組織間連携による価値が創造されている「イノベーター (革新










公共領域におけるプレーヤーとして, 企業も重要な役割を果たす｡ 従来からの CSR
(企業の社会的責任) 活動のレベルを超えて, 本業へのメリットと社会貢献の両面を志向






















地域貢献の双方を実現する価値共創の概念として「CSV (Creating Shared Value)」が提起

















天草市と ANA㈱が連携し, ANAの社員を天草市役所職員として受け入れ,「 6 次産業
化」や「観光振興」目的とするプロジェクトを進めている｡ ANA社員を通じ, 航空会社
グループの経営資源 (ホテル, 空港施設, 販路) 等を活用し, 天草産品の販路拡大や商品












例では, 市内の資源と市外の資源 (ANAの経営資源) という異質な資源同士の組み合わ
せにより新たな価値が創造されている｡ 全国の過疎地域では, 人口減少や少子高齢化, 雇
用機会の縮小等の共通課題を抱えており, この政策フレームは過疎地域には有効であると
考える｡ 他の事例として, 島根県の海士町や, 徳島県上勝町他よく知られている産業振興
の事例は, 地域の資源を外部資源との組み合わせによる新商品やブランドを生み出した事
例である｡ すなわち, 成功事例の共通項は, 自ら保有する資源と自らにはない資源を組み
合わせ, 相互補完関係を構築し, 価値を創造していることと考える｡「地域経営」におけ










































して, 4 者が協働で医療介護連携事業に取り組むことに合意し事業を推進している｡ 医師







































 PPP (官民連携) による価値創造
PPPについて, 根本は,「何らかの政策目的を持つ事業が実施されるにあたって, 官
(地方自治体, 国, 公的機関等) と民 (民間企業, NPO, 市民等) が目的決定, 施設建設・
所有, 事業運営, 資金調達など何らかの役割を分担して行うこと｡ その際, ①リスクとリ
ターンの設計, ②契約によるガバナンスの 2つの原則が用いられていること41)」と定義し
ている｡ 費用対効果の向上となるコストの縮減とサービスの創造・向上を両立する価値創







PPPは, 官と民の協力により, ソフト事業やハード事業の公共サービスにおいて, 新
たな価値創造につながる概念であるが, その手法の一つである PFI制度を事例として取
り上げる｡ PFI法では, 事業者から事業提案があった場合には, 自治体は採択の可否を検
討し, 結果を通知しなければならない｡ これは, 自治体が中長期的に資産マネジメントを
進める必要がある中で, 官民連携を促進し価値創造につながる可能性を含んでいる｡ 例え
ば, 建替えと判断した資産について, 評価額が一定程度ある場合, 支払 (Money) に対し


























創造や向上による「地域経営」の観点からの価値創造に結びつくことが期待される (表 5 )｡
このように, 資源 (予算等) が制約を受けるなかで, VFMの追及によるコスト縮減とサー
ビスの創造や向上の両立を図ることが PFIを含めた PPPによって可能となる｡ 資産マネ













社会的関係資本での関係性の強化について, 永田は,「第 1 に, 関係の構造である｡ 強
い結びつきであっても弱い結びつきであっても, 幅広い交流を長期的に継続していくこと
が重要である｡ 第 2に, 主体間のダイナミックスである｡ 社会的関係資本を生成していく
のは, ネットワークのなかにいる諸主体の積極的な相互作用である｡ その際, 主体相互の
信頼や相互関係により受けられる利益が社会的関係資本の生成, 増進のキーとなる｡ 第 3
に共通の日常語を使用することや文脈を共有することである49)」としている｡ すなわち,
価値創造に向けた組織間連携を強化するためには,「継続性の担保｣,「相互作用｣,「共通
認識の形成」の 3 点が重要と考える｡ この 3 点を実現するためには,「場」と「対話」が
重要と考えられる｡ 野中は, 知識変換モードとして,「共同化｣,「表出化｣,「連結化｣,
「内面化」の 4つの知識変換モードがあり, 暗黙知をはじめ知識共有のため, 個人が直接
対話を通じて相互に作用しあう「場」の重要性を提唱している50)｡「場」は「継続性の担
保」となる重要な要素と考える｡ また, 協定や契約などの手法で信頼感・一体感を醸成・
担保する「提携」も重要である｡ 価値創造に向けて, あるビジョンのもと, 自治体, NPO,
















(結果/投入)×有効性 (成果/結果) で示すことができる51)」が, 特に成果を定量的に示す
には利益の概念がないため測定に困難が生じる｡ また, 現在発生主義会計, 複式簿記を採
用しておらず, コストの計測も十分でない点も課題として指摘できる｡ 今後導入される新




計は, 自治体の行財政改革に大きく貢献する可能性を有している｡ この点については, 総
務省は地方公会計整備の意義として「資産・債務管理や予算編成, 行政評価等に有効に活
用することで, マネジメントを強化し, 財政の効率化・適正化を図ることが挙げられる52)」
としている｡ 行政経営品質53) の向上にも貢献する可能性を秘め, NPMにおいて開発され
た行財政改革の方法論とともに,「内部経営」における価値創造の重要なツールとなる｡


































値の源泉となる社会関係資本が構築され, 相互作用, 場を通じて, 新たな価値が創造され
る｡ このことは, 自治体の行う様々な事業の企画や実行, 評価等のプロセスにおいて定石
とできるものと考える｡ そのための有効なフレームワークとして, 図 2で示したフレーム
ワークの仮説をもとに, 価値創造理論を中心とする公共経営論の再構築を深めたい｡
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